第1回上平地域審議会会議録

開会時間　　　平成31年2月15日(金)午後1時
閉会時間　　　平成31年2月15日(金)午後2時40分
会議会場　　　上平行政センター2階　第１会議室

出席委員　　  安達行成、真草嶺美紀子、田中　進、和田　穣、山﨑信浩、酒井浩徳、木本翔吾　　　　　
南砺市　　　　田中市長、齊藤市長政策部長、上口市長政策担当部長、川森市民協働部長　　　　　　　　　　　　荒木市民協働担当部長、小森地域包括ケア部長、柴地方創生推進課長

市川南砺で暮らしません課長、石﨑行革施設管理課長、藤井医療課長

山下行革施設課主幹、亀田地方創生推進課主幹、山田地方創生推進課主幹

石本南砺で暮らしません課主幹、山崎行政ｾﾝﾀｰ長、千重行政ｾﾝﾀｰ次長
欠席委員　　　小林　誠、中谷ゆかり
傍聴者　　　　なし
１．開会　　午後1時

２．委嘱書交付

３．会長あいさつ　　  安達会長
４．市長あいさつ　　  田中市長
会長が議長となり議事を進行する。
議　題

会長　　　議題について順次説明を求める。
市当局より説明

（１）地域づくり検討会議の結果について
　柴地方創生推進課長が資料により説明

　　（２）まちづくり検討会議からの提言について

　　　石﨑行革施設管理課長が資料により説明

　　（３）庁舎統合後の行政センターの業務内容等について

　　　荒木市民協働担当部長が資料により説明

会長　　　意見、質問はないか。
　
委員　　　新聞報道で、上平行政センターの空きスペースが多いとあった。このままだと、いずれこの建物が取り壊されるのでないかと地元住民として心配している。
区長会で、期日前投票日の期間の短縮の説明があった。人口が少ないからといって、切り捨てるような事はしないでほしい。
荒木　　　行政センターの位置は、今のところ現在の行政センターにおくのが一番良いと考えている。空きスペースについては、他の団体に入ってもらう等複合化がどれだけできるかを今後、検討をすすめていきたい。
市長　　　行政センターは、今ある場所がベストだと思っている。空きスペースの有効活用は地域で考えていく事も大切だ。どのように集約し複合化するかは検討が必要である。
齊藤　　　期日前投票期間の短縮について、最初に説明をさせてもらったのが上平地域だ。選挙運動期間は、市議会議員選挙と市長選挙は７日間で期日前投票期間は６日間、県議会議員選挙は９日間で期日前は８日間実施している。今はそれで充分期間が足りている。参議会議員選挙や知事選挙は選挙運動期間が１７日間あって、期日前投票期間は１６日間である。期日前投票期間は最大で１６日間だが、公職選挙法では期間を短くしてもよいので、人口が少ないから短くしようという理論ではない。国の選挙や知事選挙は、候補者が県下中、選挙運動で回らなければならないので運動期間は長いが、市議会議員選挙と市長選挙は地域が狭いので短い。衆議院議員選挙であれば県下が３区に分かれているので、１２日間でよいという事で参議院議員選挙や知事選挙より短い。投票管理者や投票立会人２人を地域からでてもらわなければならないが、期日前投票期間を１６日間だと本人の負担が大きいので、なかなかなり手がいない。期日前投票期間の短い市議会議員選挙や市長選挙は期日前投票率も上がっているので、期日前投票はどこでもできるという事もあり、参議院議員選挙や知事選挙の期日前投票期間を短くしてもよいのでないかという声があったので短縮するという相談をさせてもらった。人口が少ないから短くするというのではない。短くしたら困るという住民の声が大きければ実施しないが、事務の停滞や職員の負担が大きいのが現実だ。短い期間でも、かなり投票していただいている県議会議員選挙に合わせての期間を示したが、実施にあたっては丁寧に説明していきたい。また、全期間投票できるところが一箇所以上なければならないので、全部の投票所で短縮はできない。
A委員　　先日の区長会資料には、見直しの目的として、「旧村部では期日前投票期間序盤の期日前投票者数が極端に少ない状況が続いています。」とある。直近の知事選挙、参議院議員選挙、衆議院議員選挙の投票率を調べたら、町部より村部の方が投票率は高かった。選挙を公平公正に管理する事が選挙管理委員会の仕事なので、人間の数だけでなく最終的投票率をみるなど公平に考えてほしい。
　　　　　

齊藤　　　市民に、選挙期間は充分に投票できる事を与えるのが公平観である。１６日間ないと、投票所に行けなくなる人がいるのかいないのか、８日間になった場合に支障があるのかないのかを検証してきた結果だ。
B委員　　村部の方が前半は投票率が高い。南砺市内に一箇所は全期間投票所を開けておかなければならないのなら、村部だけでなくその他の町部も短くすればよいのではないか。村部に限っての話にするのはおかしい。
　　　
齊藤　　　村部に限っての話ではない。今回、なかなか立会人のなり手がないので、期日前投票期間を短くするという話を出させてもらった。決して、有権者数が少ないからではない。短くても問題がないと選挙管理委員会で考えた結果である。短くては困るという意見があり、立会人も問題なく出ていただければ期間を短くしない。
市長　　　人数が少なくても投票率は大切である。人口が少ないと課題もたくさんあり、皆さん熱心で関心もあり投票率も高い。今まで色々な事で切捨てがあったので、人口の少ない五箇三村では切捨てだと思われるのは仕方がない。より選挙がやりやすい方向はどうあるべきか検討していく上で、人が集まる場所での投票所や期間を市全体で考えていかなければならない。今回の意見は選挙管理委員会に伝え、より公平性を保ちたくさんの人に投票していただくベストな方法を導きたい。
C委員　　行政センターの職員が８人から５人になる。平地域は小規模多機能自治をB型で行うように聞いている。上平地域も人口が少ないので、B型にするのか、どうするのか等これから色々協議しなければならない。以前、山村開発センター２階の調理場を山菜加工所に利用できないかと関係者と協議したが、２階だと人や物の移動が大変だということで断念した経緯がある。そんな事で、行政センターの空きスペースについては、加工所としての活用も有りではないかと思う。
今、一番心配しているのは地震だ。救援物資が上平行政センターにほとんど無いので、地震で橋が壊れライフラインが寸断された場合に備え、地域にある程度物資を確保しなければならないと思う。そのためにも、保管スペースや消防の各方面団の事務所も当然必要となる。それが行政センターの有効利用につながるのでないかと思う。
ディサービスセンターは増築しないと聞いたが、老人が増えるのに増築はしないのならば、温泉施設と離れるが行政センターにディサービスセンターを置くというのはどうか。

今後、小規模多機能自治がスタートするにあたり、施設の集約などがどこで、どういうふうに議論されるのか心配している。切捨てばかりだと、上平の将来はダメだという不安感を与える。小規模多機能自治では、できる事からやっていきたいし、やっていかなければならない。そうなれば、若い人にも来てもらえるような気がする。市の方針はどうなのか改めて聞きたい。
川森　　　　五箇三村については、庁舎を壊すという話でない。この後１年、庁舎の活用について地域の人と話をする場を作り議論を重ね、その中で意見を聞きながら行政センターの位置も決めていきたい。
市長　　　　ディサービスセンターが手狭だというのは聞いている。ニーズは把握しているので、今後どうしていくのか考えていく。その中で、行政センターに加工所やディサービスを入れるなど色々な事が考えられる。それらを羅列して誰がどのようにしていくか具体化し、庁舎を将来どうするか今後検討していきたい。
五箇山ぼべらの加工はヒントになる。来年度予算で合掌の里のコテージ１棟を、冬でも泊まれるようなゲストハウスに改修する。シェフがきて色々料理を出すような構想だが、消防法などの条件をクリアするまでの間、加工品や土産品をつくる加工所があれば良いと思う。誰がどのように運営するかなど地域づくりとして考えていく必要がある。
C委員　　　開発センターはいつ壊す予定か。
上口　　　　来年度になる。
C委員　　　できれば、調理室の器具をもらいたい。
市長　　　　使える物があれば使ってもらえば良いが、備品等はそのような場合はどうするのか調べておく。
上口　　　　個人にはお譲りできないし、どんな団体でもお譲りできるというわけでない。

市長　　　　救援物資はどれだけあるのか。
齊藤　　　　防災センターと福野庁舎の倉庫に、食料などは備蓄してある。市内であれば総務課が担当となり、何かあった場合に要請があれば直ぐに運ぶ。物資が分散して備蓄してあると、そこまで集めにいかなければならず都合が悪い。毛布等はある程度行政センターや避難所に備えてあり、非常食についてもすぐに持ち出せるような状態にしてある。道路が寸断することが考えられるので、ご要望があれば事前にお配りすることは可能である。
市長　　　　食料には期限切れある。以前、東日本大震災の時に南相馬へ持っていった食料の中に期限切れの物があった。備蓄食料の管理を誰がするかというのが問題であり、今はまとめて消防で管理してもらっている。期限には３年、５年のサイクルがあり、今後どうすればよいのか考えさせてもらいたい。
C委員　　　有事の際、陸路が寸断されヘリコプターを頼む事になれば、県の防災ヘリしかない。地震は上平だけでなく広域に起きるので、そんな時どんな対応がしてもらえるのか。
市長　　　　少なくとも７２時間分の食料と水は自分で準備しようという、今の我々のルールだが、道が寸断された場合は想定されていない。そのような場合はどうするのか、今後防災計画の中で検討する。
質問だが、この建物へ公共団体の施設事務所などを持ってこれば良いというものはどれだけあるのか。
D委員　　　五箇山民謡保存会はことぶき館に入っている。
齊藤　　　　消防屯所は詰所の一部として行政センターへ入る話はある。　　　

市長　　　　平成３１年度は、地域と空きスペースを利用する計画などを話し合っていかなければならない。
C委員　　　公民館は、婦人会や色々なサークルが利用している。組織体制やその他の団体等をどうするのかいう問題もあり、小規模多機能自治のスタートを１年先延ばしにした経緯がある。これからはその事も含め協議が必要だ。
市長　　　　行政センターをどこにおくか決めなければならない。そして、空きスペースはどうするか、今年１年かけて決めていきたい。
C委員　　　行政センターの位置は住民が都合の良いところが一番であり、現在の場所の上平細島地域の人が何か構想を持っておられるのであれば、その人達に聴いてからにしなければならない。
市長　　　　井口地域も上平地域と同じで、行政センターをどこに置くか、空きスペースをどうするか検討に入る。当然、上平地域も検討していただくことになる。
C委員　　　ディサービスの件も含めて考えてほしい。
小森　　　　ディサービスの要望は聞いている。その中で金額的にどれだけかかるのか聴いた。　　その後、改めて業者と相談したところ、敷地の関係もあり数字があまりにも大きくなった。行政センターの位置やことぶき館を将来的にどうするかという話もあり、具体的に考え直した方がよいのでないかということで先送りしたというのは事実だ。立ち消えになったわけでない。

　　　　　　　　

C委員　　　開発センターの業務用鍋などの備品の撤去運搬費用を市で補助してほしい。
上口　　　　相談させていただきたい。
齊藤　　　　解体は３月補正で消費税が上がるまでに発注したい。欲しい物があれば、それまでに早めに検討していただきたい。
市長　　　　まずは、何に使うのか計画を作成し提出してほしい。
D委員　　　旧平中学校や旧北部保育所も一緒に壊すのか。

上口　　　　中学校は一緒に壊すが、保育所は売りに出したいと思っている。

B委員　　　避難所の件ですが、昨年９月４日の台風がきた時に、行政センターに避難所が開設された。その日の夜８時頃に南砺市から避難所に避難される方がいないので閉鎖するとメールがきた。その後、市内に発令されている避難準備等高齢者避難所開設は継続するというメールがきた。これはどういう意味なのか。
齊藤　　　　夕方までに避難されている人がいる避難所は、解除にはならなかった。避難開始命令が出てから、実際避難されている人がいれば継続されていた。避難解除というのは全域なので、朝まで避難されている人がいる避難所もあり、そこは朝まで解除しなかった。
市長　　　　命令が違う。避難準備等高齢者避難所開設は、高齢者の人は事前に避難してくださいという命令だ。深夜に移動してはいけないので、何時までに避難して下さいという指示になる。夕方明るいうちに移動してもらうために、少しでも早く予想して発令するので、そのあたりの行き違いがあった。
B委員　　　メールの文言がわかりづらい。
市長　　　　避難準備と高齢者の人は早く避難してほしいという指示になる。

B委員　　　分かりやすくなるよう検討してほしい。

齊藤　　　　これからは誤解のないようしていきたい。
会長　　　　下島地区の市営住宅がある場所は、土砂災害警戒区域になっていて募集が停止している。実際住んでいる人に、転居できないか頼んでいるという事も聞いた。
上口　　　　土砂災害警戒区域でも非常に危険な所は赤く塗ってあり、黄色い所は住んでもよい所だ。赤い所は市として責任があるので、住んでもらうことはできない。傾斜等基準があって指定されているが、指定基準を調べておく。
市長　　　　特に建物がある場合は慎重にみてもらわなければならない。
会長　　　　解除できないのか。

上口　　　　対策工事をすれば大丈夫だが、担当課からは難しいと聞いている。
B委員　　　南砺市職員の削減規模を教えてほしい。
市長　　　　１０年で１０３人削減するが、保育士と保健師、介護職は増やしている。バランスをみながら一般職をこれから１０年で１０３人減らす。

齊藤　　　　統合庁舎になってから、１０年間で１１３人減らす。合併してから１０年間で２４０人減らした。今後減らさないと財政的に難しいという状況だ。トータルで平成３０年４月１日５６８人の行政職がいる。それを最終的には４５５人にしないといけないというのは行財政からみた人数だ。

　
B委員　　　行政職を減らすのは、人口が減少するのが大きな要因か。
市長　　　　財政的なものが大きい。行政職の中の人件費が占める割合である人件費比率が高く、それをいつも気にしている。総務省からの指導もあり、人件費比率を普通の都市水準になるようにしている。２０１５年の人件費は約２８億円だ。事業費はほとんど変わっていない。人件費は減らすが事業費は減らしていないので、職員に対しては厳しいことになっている。
B委員　　　今現在、南砺市は人件費比率が高いのか。

市長　　　　合併時は行政職が８００人で、普通の町からみれば相当多かった。
会長　　　　公共施設再編、小規模多機能自治。まだまだ減らさなければいけないが大変だ。働く場所がなくなり、また人口が減るという悪循環だ。　
　　　　　　　
　　　　　
これよりセンター長が司会
市当局より説明

（４）公立南砺中央病院３階旧病棟の活用について

　藤井医療課長が資料により説明　　　　　　

センター長　　　意見、質問はないか。

　　　他に意見、質問はないか。

　　特になし
閉会のあいさつ　真草嶺副会長
　　　
山﨑センター長から閉会宣言
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